様式第１号（第４条関係）
令和　　　年　　月　　日
　牟岐町長　様
「とくしま在宅育児応援クーポン」交付申請書
「とくしま在宅育児応援クーポン」の交付を受けたいので、次のとおり申請します。
なお、受給資格の確認のため、申請者、配偶者及び対象児童の住民基本台帳及び課税台帳その他クーポンの交付に必要な事項について、牟岐町が官公署・関係人に調査又は報告を求めることに同意します。
　
	申請事由
	□　出生　　□　年齢到達（　　歳）　□転入（転入日：令和　　年　　月　　 日）


	申請者（保護者）
	氏名
	(ふりがな)
	児童との続柄
	生年月日

	
	
	　　印
上記の事項に同意します。
	
	昭和平成　　　年　　月　　日

	
	住所
	〒
牟岐町大字
（連絡先　　　　－　　　　－　　　　）

	配　偶　者（有・無）
	氏名
	(ふりがな)
	児童との続柄
	生年月日

	
	
	印
上記の事項に同意します。
	
	昭和平成　　年　　月　　日

	
	住所
	(申請者と異なる場合のみ記入)

〒


	児童
	氏名
	(ふりがな)
	生年月日

	
	
	　　
	平成・令和　　　年　　月　　日


	保育所等の利用者等でない旨の誓約書
私は、牟岐町「とくしま在宅育児応援クーポン」活用事業実施要綱第３条が定める受給資格を、全て満たしていること誓約します。
また、虚偽の申請を行った場合は、町長の指示に従います。
牟岐町長　様　　（申請者署名）



※町処理欄
	所得要件
	保育要件

	市町村民税所得割課税額（　　　　　年）
	適・否
	□　利用なし
□　退所済み（退所日：　　　年　　月　　日）
□　利用あり（施設名：　　　　　　　　　　）
	適・否

	申請者
	配偶者
	合計
	
	
	

	円
	円
	円
	
	
	

	交付・却下
	期間
	～
	種別
	歳児用
	番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（裏面）
クーポン受給資格者要件
	【牟岐町「とくしま在宅育児応援クーポン」活用事業実施要綱　抜粋】
（用語の定義）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めるところとする。
（１）　保育所等　児童福祉法第６条の３第９項から第１２項までに規定する業務又は第３９条第１項に規定する業務を目的とする施設あるいは就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第２条第７項に規定する幼保連携型認定こども園とする。
（２）　この要綱において「対象児童」とは、本町の区域内に住所を有する０歳から２歳までの児童をいう。
（３）　この要綱において「受給資格者」とは、対象児童と同居し、現に監護を行っている父又は母（養子縁組による養父又は養母を含む。）をいう。
（４）　この要綱において「権利発生日」とは、クーポンの交付を受ける権利が発生した日をいい、出生又は年齢到達の場合は「対象児童の誕生日」、転入の場合は「受給資格者と対象児童が本町の住民基本台帳上で同一世帯となった日」とする。ただし、事業開始年度において、対象児童の誕生日が平成３１年３月１日より前の場合については、平成３１年３月１日とする。
（５）　この要綱において「事業実施市町村」とは、県内市町村のうち県補助金を活用して本事業を実施している市町村をいう。
（交付条件）

第３条　受給資格者がクーポンの交付を受けるためには、次の各号に定める条件をすべて満たさなければならないものとする。

（１）　受給資格者と対象児童が、本町の住民基本台帳上で同一世帯となっていること。ただし、同一世帯とすることができない正当な理由がある場合はこの限りでない。

（２）　権利発生日において対象児童が保育所等を利用中でないこと。なお、保育所等を利用中とは権利発生日以降の預ける期間が１か月以上継続するものであって、週当たりの預ける日の合計が４日以上かつ１日当たり４時間以上である場合をいう。

（３）　受給資格者及びその配偶者についての権利発生日の属する月の属する年度（権利発生日の属する月が４月から８月までの場合にあっては前年度）分の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による市町村民税（同法の規定による特別区民税を含む。）の同法第２９２条第１項第２号に掲げる所得割（同法第３２８条の規定によって課する所得割を除く。）の額（同法附則第５条の４第６項その他の内閣府令で定める規定による控除をされるべき金額があるときは、当該金額を加算した額とする。）を合算した額が１６９，０００円未満であること。

（４）　対象児童が、子ども・子育て支援法第３０条の４第３号に規定する子どもでないこと。


